













那覇地判平成 30 年 3 月 13 日判時 2383 号 3 頁の法的問題を考察した。辺野
古新基地建設工事の際に知事による岩礁破砕行為等の許可を要するか否かが
同訴訟の実体的争点であったが、那覇地裁は、最判平成 14 年 7 月 9 日民集













第 2 報告は、出口雄一教授による「『戦後体制』のなかの沖縄── 1950〜
60 年代の法的問題から」である。同報告は、最判昭和 48 年 9 月 12 日刑集
27 巻 8 号 1379 頁が復帰前の沖縄の刑事裁判の効力承継を合憲と判断したこ
とを念頭に、沖縄の本土復帰までの刑事司法制度の状況（アメリカ軍による
直接軍政、琉球列島米国民政府と琉球政府の二元的司法制度）、アメリカの


























第 1 報告が実定法、第 2 報告が法制史の視点から検討を行ったのに対し、第
3 報告はグローバル化という、より大きな現象から沖縄の現状の分析を行っ
たものである。同報告は、沖縄が持つ多相性を明らかにした上で、グローバ
ル化の理解自体を巡る議論、グローバル化の視点からみた近年の世界情勢を
分析した後、沖縄の現状について多角的に検討を行った。沖縄は一括りに理
解されがちであるが、沖縄における思想、利害の多様性は、ロースクールの
学生と接する中で日々気づかされることでもある。沖縄に関する正確な分析
を行う上では、その多相性に常に留意すべきことを改めて感じた次第である。
（みあけ・しょう　琉球大学法務研究科准教授）
